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１．フォーミュラリ

２．分割調剤

３．薬剤給付の適正化

医薬品の適切な使用の推進



○ 単なる栄養補給目的でのビタミン剤の投与

ビタミン剤については、
① 当該患者の疾患又は症状の原因がビタミンの欠乏又は代謝異常であることが明らかであり、かつ、
② 必要なビタミンを食事により摂取することが困難である場合その他これに準ずる場合であって、
③ 医師が当該ビタミン剤の投与が有効であると判断したとき
を除き、これを算定しない。

H24年度診療報酬改定

○ 治療目的でない場合のうがい薬だけの処方

入院中の患者以外の患者に対して、うがい薬（治療目的のものを除く）のみを投与された場合については、当該うがい薬に係る処方料、

調剤料、薬剤料、処方せん料、調剤技術基本料を算定しない。

H26年度診療報酬改定

○ 外来患者について、１処方につき計70枚を超えて投薬する湿布薬

① 外来患者に対して、１処方につき計70枚を超えて投薬する場合は、当該超過分の薬剤料を算定しない。ただし、 医師が医学上の
必要性があると判断し、やむを得ず計70枚を超えて投薬する場合には、その理由を処方せん及び診療報酬明細書に記載することで
算定可能とする。

② 湿布薬の処方時は、処方せん及び診療報酬明細書に、投薬全量の他１日分の用量又は何日分に相当するかを記載する。

H28年度診療報酬改定

○ 疾病の改善の目的外での血行促進・皮膚保湿剤の処方

入院中の患者以外の患者に対して、血行促進・皮膚保湿剤（ヘパリンナトリウム、ヘパリン類似物質）を処方された場合で、疾病の治
療を目的としたものであり、かつ、医師が当該保湿剤の使用が有効であると判断した場合を除き、これを算定しない。

H30年度診療報酬改定
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薬剤給付の適正化の観点からのこれまでの診療報酬改定での対応
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代表的な湿布薬※が処方された処方せんのうち

70枚を超えて調剤された処方せんの割合（％）

2015年4月審査分 2017年4月審査分

割合（％）

※年間販売額の大きい以下の4品目
・モーラステープ20mg ・ロキソニンテープ50mg

・モーラステープL40mg ・ロキソニンテープ100mg

出典：最近の調剤医療費の動向（調剤メディアス）平成27年4月、平成29年4月審査分（保険局調査課特別集計）

湿布薬の処方の状況

○ 平成28年度診療報酬改定後、70枚を超えて調剤された処方せんの割合は減少している。

中医協 総－２

２９．１１．１

31



第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革
（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築
（略）

革新的な医薬品におけるイノベーションの評価の観点及びそれ以外の長期収載品等の医薬品につ
いて評価の適正化を行う観点から薬価算定基準の見直しを透明性・予見性の確保にも留意しつつ
図るとともに、ＯＴＣ類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲について引き続き見直し
を図る。（以下略）

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日閣議決定）

成長戦略実行計画（令和３年６月18日閣議決定）抄

第13章 重要分野における取組
２．医薬品産業の成長戦略
ライフサイエンスは、デジタルやグリーンと並ぶ重要戦略分野であり、安全保障上も重要な分野である。

革新的新薬を創出する製薬企業が成長できるイノベーション環境を整備するため、研究開発支援の強化、創薬ベンチャーの支
援、国際共同治験の推進、国内バイオ医薬品産業の強化、全ゲノム解析等実行計画及びこれに基づくロードマップの推進と産
官学の関係者が幅広く分析・活用できる体制の構築、医療情報を利活用しやすい環境整備、薬価制度における新薬のイノベー
ションの評価や長期収載品等の評価の在り方の検討、感染症に対するデータバンクの整備、臨床研究法に基づく研究手続の合
理化等に向けた法改正を含めた検討、製薬企業の集約化の支援等を進める。

医療上必要不可欠であり、幅広く使用され、安定確保について特に配慮が必要である医薬品のうち優先度の高いものについて
は、継続的な安定供給を国民全体で支える観点から、薬価の設定や抗菌薬等の安定確保が必要な医薬品の原料等の国内で
の製造支援、備蓄制度、非常時の買い上げの導入などを検討する。 （以下略）

《薬価関係部分》

【参考】
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外用の消炎・鎮痛薬の処方枚数について

※NDBデータによる（2020年4月～2021年3月（鎮痛、鎮痒、収斂、消炎剤））
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○ 令和２年度に調剤された外用の消炎・鎮痛薬※１について、処方箋１枚における処方枚数の分布※２をみる

と、70枚※３を含む「64枚以上70枚以下」にピークが見られる。

○ 70枚の件数は22,511,366件であり、「64枚以上70枚以下」の99.5％を占める。

※１ 薬効中分類が「鎮痛、鎮痒、収斂、消炎剤」の外用薬のうち、剤形が貼付剤であるものを集計対象とした。
※２ １枚の処方箋で複数種類の外用薬が調剤された場合はそれぞれ１件として集計している。
※３ １度に70枚を超えて処方する際には、レセプトにその理由を記載することとなっている。
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薬剤給付の適正化についての課題と論点

＜薬剤給付の適正化＞

○ 既存医薬品の保険給付範囲については、財政健全化に向けた建議（R3.5.21)等において、その見直しの必要性
について指摘されている。

○ これまでも、薬剤給付の適正化の観点から、ビタミン剤や、うがい薬、湿布薬などについて、使用目的の明確化や一
回処方当たりの枚数制限を実施してきた。

○ これまで薬剤給付の適正化の観点から実施している取組内容や処方の実態を踏まえつつ、外用の消
炎・鎮痛薬の適正使用について、どのように考えるか。

【論点】


